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産業構造の 転換 と人材養成
一 重化学工 業化か ら情報化 ・ ME 化ヘ

ー

岩 内 亮
一

1 ．教育社会学会の と りくみ

　1980年代以降，
ME （マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス ）技術 の急速な発展 の も とで 生産

か ら消費に い た る各側面 に ，お い て 大 きな変化が 生 じた 。
ME の 応用 に なる技術革新が

情報 を扱 う分野 に お い て 進展 して きた と こ ろか ら， こ の 両者を情報化 ・ ME 化 と
一

括

して 用 い られ る。 情報処理技術， ME 技術 とも集積 回路の大規模化 を中心 とす る技術

開発 に 負 うと こ ろが大 きく， また その 応用範囲も広い 。 生産 ， 労働 ， 雇用の 諸側面 に

質的な変化を もた ら し，産業構造の 転換に つ なが る。 こ の転換は 1960年代の 重化学工

業化に続 く大 きな変化 の 波で ある 。

　ふ りか え っ て み る と教育社会学会の 会員 は 「産業構造の 変化 と教育」 も し くはそれ

に類似す るテ ーマ の もとで 工 業化 の 新展開に 対応す る形で 調査研究を試みて きた 。 大

会で シ ン ポ ジ ウム が 開催 され ， 学会誌で も特集が 組ま る こ と もあ っ た
（1）

。 とこ ろが

過去約20年間 に わ た っ て ， こ の 分野 の 研 究の蓄積は必 ず し も多 くな い 。 それ は何故

か 。 以 下，三点 に つ い て触れ て み よ う。

　第一 は マ ク ロ レ ベ ル の 産業構造 の 転換 と ミク ロ レ ベ ル の それ が 学校教育 に 及ぼす影

響 の ちが い で あ る 。 マ ク ロ レ ベ ル の産業構造 を も っ と も単純 な形で 産業部門別の 構成

比 で 示す ならぱ ， 第
一

次産業部門か ら第二 次 ， 第三 次産業部門へ の 比 重の 移行が学校

教育制度の あ りよ うに どの よ うなイ ン パ ク トを与え るか が 主要な論点の 一
つ に な る。

学校の 人 材供給 機能 に焦点 づ けれ ば ， 産業構造 の 転換 に対応 し て 学校教育 の 再編成 が

中心 的 な課題 とな る 。 事実 ， 1960年前後の 教育社会学的研究の い くつ か は ， こ の よ う

明 治 大 学
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な観点か ら の もの で あ っ た。 と こ ろが産業構造転換の ミク ロ レ ベ ル で は例 えば職務 ・

職業構造の 変化 とそれに 対応す る職務能力へ の新たな要求が生 じる。 職務能力の 変化

とそ こ で 要求され る知識，技術は往 々 に して 個別 的で ある 。 その た め ミク ロ レ ベ ル の

産業講造の 変化が学校教育制度の 具体的 な改革 に つ なが る面は判断 しに くい 。 そ して

上記の よ うな意味で の ミ ク ロ ， マ ク ロ 両面の 変化 と教育 との 関連 を分析す る学際的研

究が教育社会学会の 内部に十分 に蓄積 され て こ なか っ た とい え よ う。

　第二 に実証的研究の むず か しさが あげ られ る。 と くに ミク ロ レ ベ ル の職務能力の変

化を知 るため に は個 々 の 企業が 調査対象 となる 。 その 対象 となる企業が調査 を受 け い

れ て くれ な い と研究はすす まな い
。 こ れ は確た る証拠が あるわ けで は な い が ， 1960年

代の あ る時期 か ら産業社会学者の 間で 企業調 査 が困難に な っ た と い われ るよ うに な っ

た 。 産業構造 の 転換 と教育の 問題に 関心 が集ま っ たの は 1960年代で あ る 。 高度経済成

長期 の ため企業の 業務が 繁忙 を極め て い た ため か ， それ と も社内限の 資料が 社外に漏

洩す る こ と に 危惧 の 念を抱 く よ うに な っ た ため か ， と に か く調査 グ ル
ー プの 受 け い れ

に寛容で は な くな っ た よ うで ある 。 こ の こ とが企業 を対象 とす る実証的研究 を不 振 に

させ た理由の
一

つ で ある 。 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ・

　第三 は研究の 内容や方法論上 の 問題で あ る 。 例え ば技術革新の イ ン パ ク トを考え る

に あた っ て そ の 具体的 なあ らわれ 方 を どの ように把握す るの か 。 科学論や技術論に お

け る技術革新 の 知識 もさ る こ となが ら ， 生産場面で の 技術変化 を理解 しな けれ ぼ労働

の 質的変化 も教育要求 もつ か む こ とが で きない
。 産業社会学 ， 労働社会学 ， 労働経済

学 ， 社会政策学 などの 分野の 工 場調査の 方法論 を参考に し なが ら教育社会学 va独 自な

研究の 内容や 方法を確立 す る努力が十分に 払 われ なか っ た と い っ て よ い で あ ろ う。

　こ の ほか ，

一
部 の 例外

（2）を除 い て 共同研究態勢が とられ て こ なか っ た こ と ， 教育

経済論や 人的能力論が政策科学的関心 の 対象に な っ た こ とが あ るに もか か わ らず ， 継

続的 な研究 がすすめ られ な か っ た こ とな どが ， 産業構造 と教育に関す る分野 の 研究 が

蓄積 され なか っ た要因 として あげ られ る。

2 ．重化学工 業化 と情報化 ・ME 化

　冒頭で 示 した情報化 ・ ME 化 は多面的か つ 広範な内容 を もつ 概念で あ る と と もに ，

そ の 社会的影響 は必 ず し も特定化 で きな い 。 と くに 情報化 は，物的生産 を中心 とす る

工 業化が 成熟段階に 達 し つ つ あ っ た 1960年代後半に 情報化社会 とい う用語が造 られ て

か ら今 日に い た る まで ， さま ざま な変化 を内包 し つ つ 社会変動の 主 動因 と目され て き

た
（3）

。 社会 の 諸機能 ・諸部 門に お い て 情報 の もつ 重要性が高 ま る よ うな状 況の 変 化
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が情報化で あ り，そ の よ うな変化が極限 に達す る社会の 形 態 を予測 して 情報化社会論

が構築 され て きたが ， そ の 技術的側面 を特徴 づ ける もの は コ ン ピ ュ
ー一タ リゼ イシ ョ ン

で ある 。 情報の もつ 多角的 な側面 を説明す る包括的 な理論 は開発 され て い ない が ，
ユ

ニ バ ー
サ ル な情報機械 として の コ ン ピ ュ

ータ と情報の 特質を理 解すれ ば ， 情報革命は

過去 の 技術変化 とは基本的に 異質で あ り， ま さに産業革命以来 の 大 きな変化で あ る こ

とは明 らかで あ る。

　 こ の よ うな画期的な意味 もつ 情報革命が技術革新の 新 し い 段階を導 い た こ とは い う

まで もな い
。 そ し て 情報の 体外蓄積 ， 知 的能力の 体外蓄積 を可能 に し たの が ME 技術

の 発達で あ る。 日本 に お い て こ の ME 技術が 急速 に発 達 して そ の 社会的影響が と くに

注 目され たの は 1980年前後で あ るが ， そ の 発 達は突発 的 に 開始され たの で は ない 。 す

で に 60年代の 高度経済成長期の 牽 引投 をな した重化学工 業化 に ME が技術的基礎 と し

て 位置付け られ て い たか らで あ る。 オ ー トメ ーシ ョ ン が それで ある 。

　産業構造の 転換 と教育 とい う観点 か ら考え る と， 60年前後か ら 日本社会に顕著 な変

化を もた ら した重化学工 業化 と80年代以降の ME 技術革新の 急速 な発展 を示す情報化

・ME 化の 関係 を整理す る必要 が あろ う。 さ きに 記 した よ うに 情報化 ・ME 化は，す

で に ユ960年代 後半か ら進展 して い た 。 ま た重化学工 業化が オ ー トメーシ ョ ン に よ っ て

加速化した こ と も事実で あ り， 重化学工 業化 と情報化 ・ ME 化と の 間に は明らか な連

続性が認め られ る 。 その こ とを前提に ， こ の 二 つ の 変化が産業構造の 転換を もた ら し

教育の 諸側面に どの よ うなイ ン パ ク トを与 えたか を考察す る に あた っ て 下記 の 4 点に

つ い て 整理 した い
。

　（1｝ 重化学工 業化 と情報化 ・ME 化の 相違点 （産業特性お よび技術特性）。

　  　両老の 変化を画す る時期の 雇用お よび労働力の 需給状況の変化 （技術革新の特

　　徴と政策的 対応 も含む）。

　（3＞ 情報化 ・ ME 化時代の 人材養成一 1 ……
既存の 職業を中心に 。

　（4｝ 情報化 ・ME 化時代の 人材養成一 2 ……新型職業を中心 に 。

　 まず（1）の 重 化学工 業化 と情報化 ・ME 化 を産業お よび技術特性iに 関 して 比 較す る 。

主要 な相違点を表 1 に ま と め て み たが ， こ こ で は比 較を きわ だたせ る こ と を 目的 と し

て い る ため ， 子細 に み れ ば必ず し も客観的 な資料 に よ っ て 裏づ け られ る とは限 らな

い 。 例 えば重化学工 業化期 の 生 産技術は高速 化 ・ 省力化を伴 っ て ます ます 大型化 し た

が ， 情報化 ・ ME 化期の 生産技術が 小規模に な っ た こ とを意味す る もの で は な い 。 19

73年代 の 石 油危機に 見舞わ れ た 後 ， 各企業が 新規の 設備投資に あ た っ て 省資源 ・ 省エ

ネ ル ギ ー型の 技術開発 に 努力 した点 を こ こ で 注 目 した い の で あ る。 オ ー トメー シ ョ ン
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表 1　 重化学工 業化と 情報化 ・ME 化 の 産業 ・技術特性

重 　化　学　工　業　化 情 報　化　。　M 　E　化

第 二 次産業部 門 へ の 傾斜 第 三 次産業部門へ の 拡大

内需 か ら輸出へ 輸 出 の 増大 と海外直接投資

大量生産 ， 大騒消費 多品種少量生産 ， 需要の変化

重厚長大 軽薄短小

導入技術 中心 開発技術 の 追加

生 産技術 の 高度化 サ
ー

ビ ス 経済化

各部 門内 の 汎 用技術 他部 門へ の 応用技術

生 産設 備の 大型化 省資源 ，省 エ ネ ル ギ ー

メ カ ニ カ ル お よ び プ ロ セ ス ・ オ ー トメ ーシ ョ ン FA ，　 OA ，ロ ボ ッ ト化

に 関 し て も二 つ の 時期 とも原理 的 に はサ イバ ネテ ィ ッ ク ス を基礎 とす る 自動化 技術の

開発 と導入 が試み られ た が， 重 化学工 業化期 に は専用機械の 連結 と汎用機械の採用 に

代表され るメ カ ニ カ ル ・オ
ー

トメ
ー シ ョ ン

， 鉄鋼業の 連続自動鋳造や石油化学工 業に

お ける流体処 理 の 遠隔操作に端的に み られ る プ ロ セ ス ・ オ
ー

トメ
ー

シ ョ ン の 両者が 19

80年代 に 他の 技術 に よ っ て 代置 され たの で は ない 。 80年代 に は こ の 二 種類の オ ー トメ

ーシ ョ ン 関連技術が FA （フ ァ ク トリイ ・ オ ー トメ ーシ ョ ン ） と呼ばれ ロ ボ ッ トの 大

規模な導入 を伴 っ て 自動化， 連続化の 度合 い が 高ま っ た点 を強調 した い
。

ロ ボ ッ トが

ロ ボ ッ トや そ の 部品 を製造す る無人工 場 が現出す るの は ME 技術革新が高度化 した成

果以外の 何物で もな い
。 また重化学工 業化時代 に もオ フ ィ ス ・オ

ー
トメ

ーシ ョ ン の 用

語 が便 われ て い たが ， 当 時 は事務 の 合理 化 を代 表す る の は ， た か だ か コ ピー
機 の 出

現 ， 湿式複写 か ら乾式複写 へ の 転換程度で あ っ た 。 しか し後 の 時期 に は OA 機器が 多

様化 し複雑化 した 。

　高度経済成長時代 の 大量生産を可能に した背景に は大量消費 に よ る国内需要の 拡大

が あ っ たが，ユ970年代中頃に は先進工 業国の 間に またそれ らの 国内 に需要量の 限界が

生 じパ イの 分配 をめ ぐ っ て 国 内競争， 国際競争が激化 した 。 日本 の 企 業は業種内競争

の 延長線上 と して 国際 的 に比 較優位 の 地位 を占め ， 製品輸出．量 を飛躍的 に 増大 させ

た 。 最近で は侮外 直接投資が増え，現地生産 に 必 要な人材養成が技術移転 に 伴 う問題

と し て 重要性 を帯 びつ つ あ る。 重化学工二業化時代の 技術 は重厚長大型で あ り各産業部

門内の 生産単位 を汎 用化す るもの で あ っ た 。 こ れ に 対 して 情報化時代 の ME 技術 は高

性能の 超 大規模集積性 を もつ 超 小型技術が 多業種 に 広範 な応 用性 を発揮す る もの で あ

る 。 例 え ば 1950年代 後半の技 術革新の 先が け的 な役割 を果 た した コ ン ピ ュ
ータ ，

IB

M650 型 は 2， 000本 の 真空管 を内包 し ，
　 IZ 　7KVA の 電力 を消費 した 。 そ して 270立 方 フ

ィ
ー トの 体積 ， 5 ， 650ポ ン ドの 重量 をもつ 大型機械で あ っ た 。 こ の 機械 と現在 の コ ン
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表 2　 産業別就業者の推移

年 　度 総数（万人） 第
一

次産業（％） 第二 次産業（％） 第三 次産業（％）

1950 3，563 48．3 22，0 29，7

1955 鼠 915 41，0 23．8 35．2

1960 生 369 32．8 29．1 38．1
1965 4．730 23，5 31．9 44，6
1970 5，094 17，4 35．2 47．3
1975 5，223 12．7 35，2 51，9
1980 5，536 10．4 34．8 54，6

1985 5．807 8．8 34．3 56，7

1990 α 249 7．2 33．6 58．7

資料出所 ） 1950〜60は
「
国勢調査』 ，1965〜は 『労働力調査』 に よ る 。

ピ ュ
ータ を比 較す るこ とは無意味で あ るが ， 1980年代 に B 米半導体摩擦の 原因 とな っ

た DM256K の シ リコ ン ・ チ ッ プ IC1 個 の 集積度 は IBM650 型 よ り桁ちが い に高い

もの で あ っ た 。 小指 の爪 の 半分程度の チ ッ プが一時は50セ ン トで 日本 か らア メ リカ へ

大量に 輸出 され ， ア メ リカ の 半導体産業を窮地 に陥れ た こ とは記憶に 新 しい が ， こ の

軽薄短小型の 技術が低価格で あ る点も看過で きな い
。

　以 上，重 化学工 業化 と情報化
・ME 化の 産業的お よび技術上 の 特性 を概括 した 。 な

お第二 次産業か ら第三次産業へ の 比 重の 移行 は，
コ ー リン ・クラ

ー
ク流の 産業構造論

の 中核 をなす問題で もあるの で ， 節 をか えて 労働力の 需給関係の 変化 として 検討す る

こ とに す る 。

3 ．労働市場 と学校教育

　産業部門別構成比 の 指標 と して 資本金 ， 売上高， 出荷高， 生産性 な どを用 い る こ と

を しな い で ，
こ こ で は人 的資源 を当 面の 問題 として い るため就業者数 に つ い て 検討す

る 。 産業部門別就業者数の 変化 は労働市場に お ける需給関係を背景 に して ， 個 々 人の

入職 ， 退職 ， 部門間移動の 結果 と して あ らわれ る 。

　その 意味で こ の 問題 は本稿で 扱 引2）の 「雇用お よび労働力の 需給状況の 変化」 の 中

心 的 な問題 と なる 。 まず もっ と も基礎的 な統計で あ る産業別就業者の 構成比 の 推移 を

み て み よ う （表 2 ）。 第一次産業の それ は 1960年代 後半に 2 割を， そ して 80年 に 1割

を きるが， 1950年に は48．3％， 1955年 に は41，0％ と三部門の うち も っ とも大 きな労働

力人 口 を擁 し て い た 。 高度経済成長政策が 発表 され た 1960年 ， 第三 次産業部門就業者

の 比率が 38％ とな り他の 部門の そ れ を越 し たが ， 第一
次産業部門就業率は なお 33％ と

就 業人 口 の 約 3 分の 1 を占め て い た 。 しか し 1960年 代 に 第
一次産業部門就業者が 地す

べ り的 と い われ るほ ど急速 に減少 した こ とは事実で あ る 。
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　第二 次産業部門の 就業率は 1950，60年代 に か けて 順調 に伸びたが ， そ の 後の 伸び率

は鈍化 して い る 。 そ の 間 ， 就 業者総数 は 年平均 80600人 （50年代 ）， 72500人 （60年

代）， 44200人 （70年代）， 71300人 （80年代 ）と70年代 を除い て 7 万入 以上 の 増加 を示

し て い るた め
，

こ の 部門の 就業者数は減少 して い な い 。 しか し重化学工 業化時代 お よ

びそ の 後の 技能労働者不足は r労働白書』 に毎年の よ うに指摘 され て きた 。 それ に 対

して 第三次産業部門 の 就業者 は 1960年以降 ， 他の 二 部門 よ り高 い 比 率で 着実 に増 えて

い る 。 そ し て 1975年 か らは全就業者の 半数以上 を占め るに い た っ た 。

　 こ の ような産業別就業人 口 の 変化 は重化学工 業化 ， 情報化 ・ME 化 とどの よ うなか

か わ りを もつ の で あ ろ うか 。 技術革新は省力化 をもた ら し雇用減 に つ なが る と こ ろか

ら ， 技術進歩は長期的に は失業を生む とい う仮説の 設定が 理論的 に 可能で ある 。 1970

年代以 降の 第二 次産業部門の 就 業率の 横 ば い 状態は，革新技術が人 間労働に代 替 した

ため に生 じた傾向なので あ ろ うか 。 それ と も労働力の 供 給サ ・イ ドの 構造的変化が技術

革新の 進展 を促進す る要因 とな っ たの か 。 学校教育の 労働力供給機能 も含め て 考察す

る必要が あ る 。

　 まず第
一

に 国民所得倍増計画や人的能力開発計画 とそ れ らの 計画の 達成 に関す る問

題が あげられ る。 国民所得倍増計画 と そ の 具体的計画を策定 し た 「教育訓練小委員会

報告」 （い ずれ も1960年）は 「工 業高校卒業の 技術者」 と 「大学 の 理工 学関係卒業の

科学技術者」 の 増員計画を発表 した 。 後者の需要推計 に よれ ば10年後に 7 万人 の 科学

・ 技術者 を充足す る必要 が あ り， 計画期間 中に 1万 6 千人の 定員増が み こ まれ た。 こ

れ は 1970年 まで に 17万 入の 技術者が不足す ると い う予測に たつ もの で あ っ た。

　 こ の 大学卒 の 科学 。 技術者の 増員計画 に対 し て ， 経団連 と日経連 は即座 に反応 を示

した 。 r技術教育の 画期的振興等の 確立推進 に か ん す る要望」 を発表 し て 文部省 の 増

員計画が 「産業界の 実態 に即応 し な い 面 もあ るか ら ， 根本的な再検討を要す るが ， さ

しあた っ て こ れ をな るべ く短期間 に 達成す るよ う国，公，私立 大学 を通 じた具体的繰

り上 げ計画 をすみ やか に樹立す る こ と」 を要望 した 。 文部 省は こ の 要請に 対応 して ，

計画 に修正 を加 え ， 1961年 か ら学部増設 ， 定員増 を実施 した 。 結果 と して 1959年 を基

準年 とす る 11年後 に は 工 科系の 学部数 は 1．63倍 ， 学生数は3．・48倍，入学者数は2．79倍

と増加 を示 し tc（4）。 60年代 後半 に は工 科系 の 大学院 へ 進学 す る もの が 増 え ， 学部卒

学者の うち 就職者の 比率 は 8割台 に落 ち たが ， 全体 と し て 大卒 の 科学 ・ 技術者 の増員

計画は 目標年 よ り 2
，

3 年早 く達成 され た 。

　 こ の 理工 系学生増員計画 とその 結果 に つ い て さま ざま な評価 を与え るこ とはで きる

が ， 少 な くと も大卒 の 科学 ・ 技術者の 量的供 給計画 が達成 され た こ と は事実 で あ る。
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こ れ に対 して 高等専門学校の 誕生は法案提出の 時点か ら問題が あ っ た 。 経営者団体の

要望 （「専科大学制度の 創設」）を背景 に 中央教育審議会の 答申を受 けて作成 され た専

科大 学法案は， 1958年 の 第 28通常国会以来 3 度 に わ た っ て 上 提 され たが ， 反対意見が

多 く審議未了で 廃 案 に な っ た 。 1961年 に は高等専門学校設置法 と して 上 提 され ， 公述

人 に よ る反対意見もあ っ たが ， 問題を残 した まま見切 り発 車し た 。 新設の 高等専門学

校の 発足 当初 は 入学競争率 も 10．6倍 と高 く， ま た卒業生 に 対 す る求人倍率 も高か っ

た。 しか し同制度発足後 10年 に して 高等専門学校 に 対す る低 い 評価 が現 出 した
（5）

。

こ の 評価は高等専門学校 自身が 抱え る問題で ある と と もに ， 労働市場 に お ける学校段

階 と職種の 整合性 と もか か わ っ て い る。

　そ こ で 第二 に 中等教育 と労働力お よび労働市場 と の 関係が 問 われ る。 1960年前後の

中等教育卒業者の 労働市場に お ける位置づ けを供給サ イ ドか ら概略的に み る と， ほぼ

以 下の よ うな形態をな し て い た とい え よ う （図 1 ）。 拡張 しつ つ あ っ た 第二 次産業部

門へ は 左側の どの 学校 ・科程 か ら も入職 し たが ， と りわ け中学校 ，
工 業高校の 卒業者

の 多 くか ら の 供給 を得て い た 。 第三 次産業部門 は普通科 ・商業科卒業者 を受 け入れ

た 。 すで に 若年層か ら入職 を回避 され て い た第
一

次産業部門 は原則 と し て 農業高校卒

業生 と
一

部 の 滞村の 義務教育修了者 を主 た る給源 と して い た 。 中学卒業者の
一

部 は企

業内の 教育施設 に 入 所し養成工 として 何年 か の 訓練を受けて 生産現場 の 主要職種の職

場内訓練 （QIT）を通 して 技能工 と し て 成長 し て い く。 企業内教育の うち， 職業訓練

法 （1958年制定）の 諸規程に 合致す る機関は 事業内認定職業訓練 と し て 認め られ た 。

技能養成所 と い う名称が 使われ る こ とが 多か っ た 。 職業訓練所 の 認定 を受 ける受けな

い に か か わ らず ， 技能養成所出身者は将来の 基幹工 と嘱望 され た 。 高等学校 へ の 進学

率が 4 割台の こ ろ ， 大企業の 技能養成所 へ は優秀な中学校卒業者が 選抜 を経て 入 所 し
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た 。 主要な工 業高校か ら も優秀な人材が送 りだ され大学卒技術者 を補佐す る テ ク ニ シ

ャ ン 的役割 を担 っ た 。 その こ ろ普通科 。 商業科卒業者 は ホ ワ イ トカ ラ
ー

的職務 に配置

され ，
工 業高校卒業者 もそれ と同等の 処遇 を受 けた。

　 こ の よ うな状況 の もとで 中等教育の 労働力供給機能が 経済政策の 重要 な対象 とな っ

たの は当然の な りゆ きで あ っ た。 それで は政策主体で ある経済審議会 は どの よ うな立

場 を と っ て い たの で あろ うか Q そ の 人的能力部会養成訓練分科会は当時 の 技術新時代

に 対応す る た め に 「……高校お よび職業訓練 にお ける職業教育や技能 訓練 は ， 基礎教

育 として科学技術教育に 焦点 を置 い て 基礎学力 を養 い
， 幅広 い 適応性を高め る」

（6）
こ

とを強調 し， さらに人材養成の 学校制度 と して 「……戦後， すで に 職業教育を中心 と

す る（・）産業高校 ， （b）4 年制高校 ， （c ）6年制高校 （申学 ， 高校 ）， （d｝5 年制高等専門学

校 （高校，短大 ）の 構想が生 まれ（d）の 高等専門学校が 昭和 37年度 に 発足 した。 こ う し

た構想 をさ らに 拡大 して 職業訓練法 に基 づ く職業訓練その 他各種の 組織的な職業訓練

を後期 中等教育の
一環 として 公 的教育 の

一
本の 柱 に位置づ け る中等教育完成 へ の 政策

の 具体化が 考 え られ な けれ ば」
（7）

ならない とす る立 場 を と っ て い る 。

　 こ の 経済審議会の
一

分科会の 立場 は職業中等教育 を完成教育 と して 統合的に と らえ

よ う と して い るが二 つ の 点で その 後に問題を残 した とい え よ う。

一
つ に は高等専門学

校 を中等教育の 一環 と して 位置づ けて い た点で あ る 。 こ れ は高等専門学校入学者の 意

識 と異 なる。 また短大 も含 め て
一般的 に 考え られ て い る高等教育に つ い て の 通念 と相

容れ な い 構想で もあ る。
二 つ に は職業訓練 の機能 を正 確に把握 して い ない 点で ある 。

そ の 後， 職業高校 と職業訓練所 の 提携 の 試 み はあ っ た もの の ， 公的職業訓練機関 と事

業内職業訓練施設の ちが い お よ び これ ら の 位置づ けが よ り固定化す るに い た っ た。
こ

れ ら二 点は誘導す べ き政策課題の 見込 み ちが い で あ る とと もに
， そ の後の状況 の変化

に 対す る予測は完全 に はずれ た 。 状況の 変化 を もた ら した要因の うち ， も っ とも重要

なもの は進学率の 上昇 と労働力 と くに 新規学卒労働力 と技能労働力の 慢性的不足で あ

る 。 こ の 二 つ の 要因に よ り学校 と労働市場 との 関係が 1960年代の 終 わ りに きわ だ っ た

変貌 を示す と同時 に ， 70年代の 情報化 ・ME 化の 基礎的条件 を な した。 言葉 をか えて

い えぱ ，

一
方で は 労働力の 供給 サ イ ドの 構造的変化が 需要側 の 労働力の 逼迫 を もた ら

し ， 他方で は継続的な革新 を積み重ねて きた技術開発の 成果 と して の 情報化 ・ ME 化

が進展 し ， 前者 の 変化が 後者の 変化 を推進 させ る主動因 と なっ たの で ある。 こ の 点 を

さ らに 子細に 検討 して み よ う。
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4 ．供給の 変化 と技能労働力不足

　労働力の 供給サ イ ドの 機能変化が技術革新 に 拍車を か け た とす る見解は ， 技術革新

が 労働力の 質的高度化 を要求す るよ うに な っ た とす る見解 とは基本的 に異 な る 。 後者

の 見解 に たて ば ， 産業構造の 変化 と人材養成の 関係 はお よ そ次の よ うに 説明 され る。

　技術革新 に よ り， 労働や職業の 遂行 に は高度 の知識が必要とされ る 。 機械 ・設備の

高度化は技術の 基礎をなすよ り体 系的な知 識 に よる対応 を要請す る。 そ れ まで 中学校

卒業者に訓練を課 して 操作 された汎用工 作機械 は ，
NC 機の 導入に よ っ て デー タ の 入

力に 必要 な プ ロ グ ラ ム の知 識を必要 とす る よ うに なっ た。 その ため 高等学校卒業者で

なけれ ぼ新型の 機械 を使 い こ なす こ とがで きな い
。 こ の よ うな立場 に よれ ば ， 技術の

高度化 は労働者の 学歴水準の 高度化を結果す る こ と に なる。
こ れ が 後者の 見解で あ

るQ

表 3　 中学校卒業者の 進学率と就職率

年　度 進　学　率 就　職　率 卒 業 者 数

1955 51．5 42．0 1，663、184

1960 57，7 38．6 1，770，483

1965 70，7 2巳 5 2
，
359，558

1970 82，1 16，3 1，667、 064
1975 91，9 歌 9 1，580，495

資料出所）　
『
学校教育基本調査』

　しか し こ こ で は敢 えて 前者の 見解を と りた い 。 そ れ は進学率の 上 昇 に よ る若年労働

力の 不足が 省力化技術 の 導入 を促進 させ ， そ の 結果 と して 情報化 ・ ME 化がす すん だ

とす る立場 で あ る 。 まず 進学率の 上 昇の うち中学校卒業者 に つ い て み れ ば表 3 に 示す

よ うに 50％ を超えた 1955年か ら65年に い た る10年間に 約20％の 増大が あ っ た 。 そ れ に

続 くio年間 に さ らに 20％の 上 昇が 記録 され た 。 1960年代に は 25％の 上昇が み られ る 。

こ の 中学校卒業者の 進学率の 急テ ン ポ な上昇 が若年労働力の 不足 をもた らす こ とは当

然 の 帰結で あ っ た 。 1960年代中頃 に は中卒就職者 を雇用す るの が 「金の 卵」 を探すほ

ど困難で ある と い われ ， 69年 の ア ポ ロ 11号の 月面着陸成功 後は 「月の 石」 ほ ど貴重 な

存在で あ る と い われ た 。

　 しか し こ の 労働力不足は すで に 日本経済が 拡張基調に 入 っ た 1960年代前半か ら深刻

な様相を呈 した 。 と くに 1960年以 降 ， 追加雇用需要量
（8 ）

は 150万 人 と増加 した の に 対

して 新規学卒労働力 は ilo万人 を きる よ うに な っ た
（9）

。 こ の 数値 は非労働 化力 に 追加

を要す る需要 と新規学卒労働 力の 供給 との 問の ギ ャ ッ プが い ち じ る し く拡大 した こ と

を示 す が ，
こ の 需要量に は 業務 の 増大 と規模拡大が 必要 とす る需要は含 まれ て い な
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万人
150

100

追加雇用需要量

50

。一 ＿ ＿
31年　　 　32　　　 33 34　　　 35　　　 36

資料 出所）労働省
『失業保険業務統計 s，総 理府 『事業所

　　 　　 統計調 査』，文部省
『学校基本調 査 』

図 2　 追加雇用 需要 1 と新規 学卒労働 力の 動 き

い
。 こ の 労働力の 需給ギ ャ ッ プを埋 め るため に多 くの企業は対策を講 じた 。 その

一
つ

は労働力の 供給源 の 多様化で あ り， そ の 二 つ は省力化技術の 採用で あ る6

　まず労働力を新規学卒若年労働者以 外に も とめ るこ とによ っ て 業務 の 停滞や設備の

遊休化 を防 ぐ必要 があ る 。 女子， 中高年層 ，

パ ー
トタ イマ

ー
， 出稼ぎ労働者などの 雇

用 が 不可欠に なる 。 そ こ に は い わ ゆ る縁辺労働者が含 まれ て い た 。 1960年代後半に は

製造業大企業に お い て 技能職の 採用を中学校卒業者か ら高等学校卒業者に切 り換 え る

事例が み られ た
（10）

。 こ こ で はそ の状況 を裏が きす る統計上 の 数値 を示す に と どめ る 。

一
つ に は 1959年か ら新規学 卒労働力が需要 を下 まわ る よ うに な っ た （図 2 ）。 二 つ に 1

967年か ら男子高等掌校卒業者の 就職者の うちホ ワ イ トカ ラー よ りブ ル ーカ ラー職種

に 就 く比 率の 方が高ま っ た
（11）

。 こ れ は 高卒 ブル
ー一

カ ラ
ー

化 と呼ばれ る こ とが あ っ た 。

技能労働力の 不足が 続 くなか で と られ た方策は 中学校卒業者以 外の 多様な層か らの 充

足， と りわ け高等学校卒業者の 技能職 へ の 新規採用 で あ っ た 。

　つ い で 省力化技術の 導入 は ， そ の 少 な くない 部分が生産工 程 な ど の 合理 化 と ともに

マ ニ ュ ア ル 労働 の 軽減 を意図す る と こ ろに あ っ た 。 技能労働 者の 枯渇化に 対応す るた

め に は省力化技術に 依存 しなけれ ばな らな い
。 鉄鋼業 に お け る出銑 の 自動 化や石 油化

学工 業に お け る設備 ・ シ ス テ ム の 大型 化は ，
ス ク ラ ッ プ ・ ア y ド ・ ビ ル ドの た び に 技

術 の 高度化 ， 連 続化 とと もに 労働 の省力化 を可能に し た 。 こ れ ら は大型の 設備投 資 を

伴 う 。 そ れ に 対 し て 労働代 替型 の 省力 化技術は ， どち らか と い え ぱ部分 的で あ る 。 機

97

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

械加コニ工 程に お ける NC 旋 盤，組立工 程 に お けるオ
ー

ト ・ハ ン ドの導入 な どはその 典

型的な例で あ る。

　以上 ， 労働力需要の 逼迫 と若年技能者 に代替す る形 の 省力化技術の 採用が 情報化 ・

ME 化 を促進 させ る前提的条件 とな っ た こ とを概説 し たが，情報化 ・ ME 化 は オ
ー

ト

メ ー シ ョ ン 時代 の 技術革新の 延長線上 に あ っ た。 日本の 情報化社会論 に 少なか らぬ 影

響を与え たの はダ ニ エ ル ・ベ ル の脱工 業化論 ，
V ハ ル

ープの 知 識産業論 ， ドラ ッ カ ー

の 「断絶の 時代」 の 論議で あ っ た。
こ れ らの論議か ら， われわれ は コ ン ピ ュ

ータ リゼ

イ シ ョ ン
， 先端技術を基盤に して 世界の 先頭 を走 っ て い たア メ リカ の 新 し い 時代 の 幕

開 けで あ る と理解 し て い たが ， そ の 舞台裏 は決 して 華や か な もの で は なか っ た 。 1960

年代後半 ， ア メ リカ の 製造業は熟練労働者の 高賃金 ， 相次ぐ労使紛争に よ っ て す で に

衰退 して い た。 基幹産業の 代表格で ある鉄鋼業に お ける労働生産性は ， 日本や西独に

比 して 低落 し主要製造業は 陸続 とヨ ー
ロ ッ パ ，ア ジア ， 中南米 など各地域 へ その 製造

拠点 を移転 して い た 。 製造業の 空洞化が急速 に すすむ状況の も と に お け る情報化論，

脱工 業化論で あ り， ベ トナ ム 戦争以来 ， 疲弊 したア メ リカ社会の 再生 を願 う未来社会

論で あ っ た
（12）

。 これ に 対 して 日本の 情報化 ・ME 化 は ， 技能労働 力の 慢性 的不足の

問題を抱えて い た と は い え ， 製造業の 堅調 な伸長 ， 研究開発の 蓄積， ME 技術 の 積極

的 な受容 な どを背景 と して か な り順調 に推移 して きたの で あ る。 しか し情報化 ・ ME

化が よ り本格化 した 1980年代以降に は ， 雇用 ・職業や教育 ・ 訓練 に 関 して 新たな状況

と解決す べ き課題が徐 々 に 明 らか に されて きた 。 以下 で は広い 意味で の 人材養成 に焦

点づ けて ， そ れ に か か わ る問題を整理す る 。

5 ．情報化 ・ME 化 と人材養成〔1）

　まず本稿 の 論点 の （3）「情報化 ・ME 化時代 の人 材養成一 1」 に つ い て 検討す る 。 こ

こ で は既存の職業な い しは職種群 の 職務内容が新技術の 導入に よ っ て どの よ うな影響

を受 けたか
， そ して 新技術に 対応す る人材養成，人材開発 ， 教育 ・訓練 は どの よ うに

実施 され た か を問題 とす る。 その 場合 ， 職業集団を技能者 と技術者に 大別す るの が 妥

当で あ ろ う。

　 1 ）技能 者 は生産工 程の フ ロ ン トに あ っ て 新技術の 直接的な影響 を受げ る 。
ME 機

器の 導入 ，
工 程 の シ ス テ ム 化 の 程度に よ っ て そ の 影響 は異 な るが ， 新技術の 導入 の た

び trc従来の 技術や技能
・熟練 は陳腐化を繰 り返す。

一部 は配置転換 などに よ っ て ME

技術革新 の 影響を回避す るが ， 多 くは必 要な新技能 を学習 して 適応 しな けれ ば な らな

い 。 具体的 に は NC 工 作機器の 導入 工 程で は ， プ ロ グ ラ ミ ン グ と い う新 たな職務が加
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わ り縦 へ の 職務拡大が 生 じ ， 機器 の オペ レ
ー

ト部分の 自動化に よ り 「多台持 ち」 と い

う横 へ の 職務拡大 が み られ る。 当初 プ ログ ラ ミン グ職務 は すべ て 技術者 の 担当で あ っ

たが ， やが て そ の 知識が 向上す るに つ れ て 技 能者は プ ロ グ ラ 厶 の 修正 ・改 善業務 を担

当す るよ うに な る
（13）

。 産業用 ロ ボ ッ トの 導入 工 程 で は テ ィ
ーチ ン グ （ま た は プ ロ グ

ラ ミ ン グ）の 職務 が 重要 とな り， 技能者の 職務 内容 は 「段取 り」 「オ ペ レ
ー

シ ョ ン 」

「メ ン テ ナ ン ス 」 と拡 大す る
（14）

．。 さ ら に 諸要 素 ・諸工 程が 有機 的 に 連 結 され る

FMS （Flexlble　Manufacturing 　System）は将来，
工 場の 無人化 を実現す る可能性 を

も っ て い る 。 その シ ス テ ム は 多 くの ME 機器 ・ 装置に よ っ て 構成 され ， また各種類の

情報の ソ フ トウ ェ ア に よ っ て 各機能 ・ 工 程が連結的に作動す る 。 そ こ で の 技能 者の 職

務 は ， 計器 の 監視に よ る工 程 の 制御 ， 異常事態時の処 理 と メ ン テ ナ ン ス ， ゾー
ン 内で

の 生産 シ ス テ ム の 開発 と改良 ， 生産管理 に よ っ て 編成 され る
（15）

。

　以 上 ， 主 と して 機械加工 関連の 生産工 程 にお ける状況 を紹介 したが ，
ME 機器，産

業用 ロ ボ ッ ト，
FMS の どの導入 も部分的 な もの か らは じ ま り漸次 それ らの 比 重 を高

めて きて い る。 その ため導入 当初 は 旧型機器 と新鋭ME 機器が職場 に 混在 し，技能者

の 職務内容 も段 階的に変化す る の が
一

般的で あ る と考えて よ い
（16）

。

　ME 技術の 導入 は職務内容 ， 職務編成 を もた らすが ， それ に 対応す る適応お よ び適

応の ための 教育 ・ 訓練は ど の よ うに な されて い るの で あ ろ うか 。 事例調査 に よれ ば ，

2 段階的教育 ・
訓練 を実 施 して い る複数の 企業が あ る 。 そ こ で は まず汎用機操作の経

験 を もつ 30歳前半まで の 有能 な少数者 を選抜 し， こ の層 に 対 して メ ーカ ーか ら派 遣 さ

れ る指導員の 協力も含め て 短期の 集 中的な教育 ・ 訓練 を課 し ， 新鋭 ME 機器 を操作す

る核が形成され る 。 これ が 第
一
段階で あ る 。 つ い で 第二 段 階で は核を中心 に 主 と して

OJT
， そ し て Off−−JT を交えた教育 ・訓練 を通 して 他 の 技能者層 に 技能 や技術 を伝 え

て い く
（17）

。 940名か ら回答を得 たア ン ケ ー ト調査 に よ る と，現場労働者は a．技術者 ・

監督者 ・先輩 ・ 先 に 覚 え た若 い 人 か ら教 わ る OJT
，
　 b．社内外の 講習会や 公共職業訓

練 に 参加す る Off−JT，　 c ．小集団活動や職場仲間 と の 勉強会 に よ る グ ル
ー プ学習 ，

　 d．

自学 自習 の 4 形態 を通 して 学習 したが ， 「役 に立 っ た教育 ・訓練 の 方法」 と して 評価

され た形態別順位 は ，
a ．（29．3％），　 d． （22・1％ ），

　 c・ （13，6％），
　 b． （13．0％）で あ

っ た 。 そ して 「充 実 して 欲 し い 教育 ・
訓練 の 方法」 で は b．勤 め 先主催 の 研修会 （35．

9％），
b．勤め 先 の 援助 で メ ー カ ーな ど外部主催の 研 修会 （31．7％ ），

　 d．職場仲間 の 勉

強会 （1＆ 3％ ）， 小集団活動 （13，0％） と ， 社 内外の Off−JT へ の 要求が 高 い
（18＞

。

ME 機器導入 の 当初の 集中的な教育 ・訓練 を受 けた核 とな る技能者 は と もか く ， そ の

他の 労働者が 新技術の 組織的な学習 機会が 必ず しも十分に 提供 され て い な い こ とを ，
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　　 　　 出　身　　　　　　 短大卒　　以　 L

資料出所｝現 代情報化研究会編 『情報化

　　　　 時代の 人材育成』 総合労働研

　　　　 究所，1987年，194頁 。

図 3　 ME 機器担 当者の 学歴

こ の 調査 は伝えて い るQ

　なお他の 調査 に よれ ば ，
ME 機器導入職場の

一
般作業者 ， 保全作業者 ， 監督者の 学

歴構成 を明 ら か に して い る （図 3 参照 ）。
い ずれ も高校学校卒業者が 多 くを占め て い

る が ， 保全作業者に 高等教育出身者が 若干含まれ て い る 。 こ の こ とは一
面で は新技術

に よ っ て 装備され た職場 に技術者が 必要で あ る こ とを意味す る とと もに ， 他面で はM

E 機器導入時 に技術者が設計 され た シ ス テ ム の メ ン テ ナ ン ス に
一

定の 役割 を果 たす こ

と を示唆す る 。

　 2 ）そ こ で ME 技術導人 に伴 う技術者の 役割分担 と技術者に対す る教育 ・ 訓練の 状

況 に触れ た い 。 さ きに紹介 した NC 機器導入 企業の 調査 に よれ ば ， プ ロ グ ラ ミ ン グ の

開発的部分 は当初 ， 技術者の 分担す る こ とろで あ っ たが ， 導入 後に お い て そ の職務は

徐 々 に 作業者に 移行され る
（19）

。 しか しそ の 職務の すべ て が 技術者の 手 を離れ る わけ

で はな い 。 ソ フ ト開発 の 主 要部分 は依然 と して 技術者の守 備範囲 に属す る職務 で あ

る 。 しか し技術者の職 務 は その 専攻分野 ，企業内で の 配置部門 に よ っ て 研究開発 ， 生

産管理 ， 設計な ど広範に わ た っ て い る 。　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 ．

　大学在籍中の 専攻分野 ， 企業に 入 っ た後の 専門移動 ， 知識 ・ 技術の 陳腐化は重化学

工 業化 とそ れ に 続 く時期 に お い て 何度 も生 じ た
（2°）

。 われ われ が 実施 した調査 に お い

て も， 調 査時点 の 過去 10年間の 技術変化は ， 技術者が 従事 して い る業務別専門知識 に
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資料 出所） 雇用職 業総合研 究所
『技術 革新 に伴 う技術者 の 職 務内容 の

　　 　　 変化 に関す る調査研究報告書』 1983年，35頁。

図 4　 実施 さ れ た能力開 発の 方 法及 び その 有効性

つ い て も， 大学工 学部の 学科 に 相当す る専門知識別専門知識に つ い て も急激で あ っ

た 。 と りわ け設備保全 ， 製品開発 ， ソ フ ト設計 （以 上 は業務別）， 情報処理 ， 計測 ・

制御 ， 電子 ・ 通信 （専門知識別）関係の 技術者は ， 高い 比率 （80％以上 ）で そ の 技術

変化 が 急激で あ る と回答 して い る 。 しか もこ れ らの 技術者群は技術変化 が ME と関係

して い る との 回答を寄せ た （79％以上 の 比率で ）。

　ME 化 に 関連す る技術変化 に対 して 多 くの 技術者は能力開発 を行 っ た 。 その能 力開

発活動の 実施状況は担 当業務 ， 専門 に よ っ て 差異は あ るが ， ME 関連業務担 当者 ，
　 M

E と関係の 深 い 専門分野の 技術者ほ どME 化 に 対応 した能力開発 を行 う比率が 高 い 。

こ れ は 当然の こ とで あ るが ， 問題 は能力 開発 の 方法 とそ れ へ の 評価で あ る。 図 4 に 示

す よ うに 自学 自習 に よ る能力開発活動が も っ と も多 く， し か もそ の 方法が もっ とも有

効で あ っ た と評価 し て い る
  ）

。
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企業側の 判断は技術者に よる評価 と若干異なる
（22）

。 しか し技能者 ， 技術者 と もM

E 化に 伴 っ て 多大姦影響を受 けた こ と ， 自己啓発的 な教育 ・ 訓練 に よ っ て適応 して き

た こ とが以 上 の 事実 発見か ら明 ら か に され た 。 また ME 機器の 導入 と そ の 後の シ ス テ

ム 化の 過程 に お い て こ の 二 つ の 層 と と もに 監督者層の 役割分担が 加わ り， さらに メ ン

テ ナ ン ス 業務の 重要性が 高ま りつ つ あ るこ と も明 らかで あ る 。 OA 化 とそ の 職場 へ の

影響 に つ い て 分析す る余裕 はな い が ， そ こ で もメ ン テナ ン ス 業務の 拡大 ，
シ ス テ ム 化

の 方向が み られ る 。 情報化 ・ ME 化の 過程で 既存の 職業 ・ 職種の 人材養成は ， 基本的

に は過去の 経験 を基礎に して 新業務に 必要な教育 ・ 訓練 を追加す る形で すすめ られ て

い るが ，
Off−JT が 十分で ない と こ ろに問題が潜んで い る と va っ て よい で あ ろ う。

6 ．情報化 ・ME 化 と人材養成 

　つ い で 本稿の 論点の （4｝「情報化 ・ME 化時代 の 人材養成
一 2 」 を情報処理技術者 に

つ い て概観 して み た い
。 前節で は主 と して 既存の 職業 ・職種を扱 っ たが ， 本節で は新

たに生 まれ た職業 ・ 職種の 充足状況 とその 内部構成が 問題 とされ る 。 情報処理技術者

は，すで に 1960年代後半か ら需要が高 ま り当時の 各種学校か ら人材 が 供給 され た。 通

産省の 情報処理技術者検定試験制度が発 足 した後 に は ，
こ の 各種学校に お け る教育 は

一
定の評価を受 け る よ うに な り， 最近で はそ の

一
部は情報 ， 経営 を冠 す る短大 に 昇格

した。 大学， 短大 も学部 ・学科 ・専攻 コ
ー ス の 増設 に あた っ て情報 ・ 経営 関連を新た

に 設置 し て きた 。 労働省 も従来の 職業訓練短大 ・ 職業訓練校 に加 えて コ ン ピ ュ
ータ ・

カ レ ッ ジ， 地域 ソ フ トウ ェ ア ・ セ ン タ ーを設置 しつ つ あ る
（23）

。

　 こ の よ うな人材供給側 の 拡 大 が あ る に もか か わ らず，需要増 に 追 い つ けな い
。 こ こ

十数年飛 情報処 理技術者 の 不足数 は数十万 に達す る と い われ て い る
（24）

。 研究者 ・

管理者 を除 く情報処理 労働者が 1975〜85年 の 問 ， 約 25 倍増 とな っ た点 をみ て も， 需

要増が い か に 急激で あ っ たか が 明 らか で ある （表 4参照 ）。 こ こ で 注 目す べ きは ， キ

ーパ ン チ ャ
ー

，
オ ペ レ ー ター

， プ ロ グラマ ー 。 シ ス テ ム エ ン ジ ニ ア （SE ）・ア ナ リ

ス ト等の 順に 増加率が 高い こ とで あ る 。 こ の 傾 向は今後 も続 くと予想 され て い る
（25）

。

20代 を対象 とし た調 査に よれ ば ， 現有の ソ フ ト ウ ェ ア 技術者の 学歴構成は全体 と して

大学卒 （数学 ・ 情報処理 を除 く理工 系）h；26．　8％ と も っ と も多 く ， 高校AF22 ．　8％，大

学卒 （社会 科 学系） 18．9％ ， 大学卒 （数学 ・ 情報処 理） 10．0％ ， 短大 ・ 高専卒7．2％ ，

専修学校 4，8％ と続 く
（26）

。

　 SE を は じめ とす る こ の 職業層 の 需要の 急増 は雇用 に 関 して い くつ か の 問題点 を投

げか けて い る 。 その
一

つ は シ ス テ ム ノ ・ ウ ス か らの 人材派遣制度で あ り， すで に法的規
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表 4　 情報処理 労働者の 増加状況

職種 プ ロ グ ラ マ
ー

，
シ

ス テ ム エ ン ジ ニ ア キ ーパ ン チ ャ
ー オ ペ レ ータ ー 計

年 ア ナ リ ス ト等

1975 80，000
（78．1 ）

43，595
（45，9 ）

64，845
（129．4 ）

188，440
（82，8 ）

1980 128，967
（61，2 ）

51，956
（19．2 ）

80，962
（24．9 ）

261，885
（39．0 ）

1985 315，500
（144．6 ）

58，80D
（13．2 ）

118，600
（46。5）

492，900
　（88，2 ）

資料出所 ）　総務庁
「
国勢調査』 各年度 。

注 ） 括弧内は過去 5 年 間 の 増加率 で あ る 。 1975年 の数値は 1970〜75年の 増 加率を示す。

制が加 え られ て は い る もの の ，
SE な どの 雇用条件の あ り方が問われ て い る点で あ

る 。 二 つ に プ ロ ジ ェ ク ト リーダ ー
， 管理者の 不足の 解決方法で あ る 。 三 つ に は キ ーパ

ン チ ャ
ー

， オ ペ レ
ータ ーに 外国人 を充当す る こ とが検討 され て い る点で あ る 。 こ の よ

うに 大 きな課題 を もつ ソ フ トウ ェ ア関連の 人材養成 の 問題 は ， 教育行政 の 需要 をは る

か に越 えた と こ ろに あ り， 多 くは産業界の 内部で 解決が 試み られて い る 。

　〔小括〕情報化 ・ME 化は ， 学校教育 ， 企業内教育に よ る人 材養成 の ニ ーズ を急速

に高め て きた 。 情報化社会論は ユ960年代後半か ら登場 したが，情報化 に 対応す る諸問

題は その 後 も議論 の 対象 に な り， 学校教育の対応は ， 小学校 か ら大学 に い た る各段階

に お い て 国際化 と並んで ，

一種の 掛 け声 に 似た様相 を呈 して い る。 初等 ・ 中等教育で

は コ ン ピ ュ
ー タ ・ リテ ラ シ ーが 3R

’
s に つ ぐ基 礎学力 とみ な され ，　 OA 機器 購入 の

予算が 計上 され て きた 。 高等教育で は大学 ・ 短大の 学部 ・ 学科の 新増設に さい して ，

情報の 名称 を冠 すれ ば設置認可が 容易で あ る な ど情報化対応 に 高い 関心 が お かれ て い

る 。

　情報関連の 教育 を受 け た人び とが 社会 に 供給 され て きた に もか か わ らず ， 産業界 に

お い て 一方で はME 化に よ る影響を受 け， 他方で は情報関連職業従事者 の 不足状況 を

きた して い る 。 前者に 関 し て は企業内教育 に よ る対応が 必ず しも組織的で な く ， 後者

の 職業層は需要の 急増の ため そ の 充足 に具体的な対応策が た っ て い な い 。 こ れ ら の 点

を考 え る と ， 産業構造の 変化が 大 きけれ ば それ だ け人材養成 の 質量両面 に 大 きな要請

を課 し， 産業構造 と人材養成 と の 問に 深刻 なギ ャ ヅ プ が 生 じる。
こ の ギ ャ ッ プ は情報

化 ・ME 化 が進展 す る現代 に もみ られ る と と もに ， 1960年代 の 重化学工 業化 に もや や

異 な っ た形で 存在 して い た 。 科学 ・ 技術 の 革新 と産業構造の 変化が ， 人間 ， 労働 ， 教

育 に 無視で きな い イ ン パ ク トを与 え て きた こ とを改め て 銘記 しなけれ ぼ ならな い
。
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〈注〉

（1｝ ユ960年代前半の大 会で の 発 表や シ ン ポ ジウム で ，
こ の種の 問題が と りあげ られ た

　が ， 『教育社会学研究』 誌上 で 特集が組 まれ た の は第23集の 「工 業化 と教育」 （1968

　年）で あ っ た 。 これ は近代化論が各学問分野で 注 目され た時期の特集で ある。 高度

　経済成長期 の 1961年 ， 第 16集の特集は 「後期中学教育 をめ ぐ る諸問題」 で あ っ た

　が ， そ こ で は 「産業構造の 変化 と中等教育」 が巻頭論文 として 掲載され た 。 そ の 特

　集は他 に優秀高校， 高校教師の 意識， 現代 ハ イテ ィ
ー

ン ，浪人 に 関す る論文が 収 め

　られ 産業構造関連の 論文は上記 の 1本に と どま っ た 。 しか し1951年の 産業教育振興

　法が 制定 され た翌 年 52年に発 行 され た第 3 号の 特集 テ
ー

マ は 「産業 と教育」 で あ

　り， 産業教育 ， 生産教育 ， 産業立地 と教育計画 ， 企業内訓練 ， 働 く青少年 な どに 関

　す る 8 本の 論文が 掲載され た。

（2） 唯
一
の 例 外 と して 北海道大学 の教育社会学研究室 と産業教育計画研究施設の 研究

　をあ げるこ とがで き る 。 そ の 教育社会学研究室で は産業労働 と教育に関す るテ ーマ

　を設 けて 共同研究チ ーム を組み伝統が 連綿 と継承 され て い る 。

（3＞ そ の 用語の 考案者 は林雄二 郎とみ られ，著書 （1968）は 古典的文献 と目され て い

　 る 。

（4） 国立教育研究所 （1973）， 448−454頁 。

  　企業側の 評価は 「大学卒業生 に比 べ て 総合的 ・ 応用的能力 を欠 い て い るが ， 限定

　 され た仕事 に は よ く努力す る」 と高低両面の 評価が なされ た （東京商工 会議所　19

　 70）。 高等専門学校卒業生に 対す る調 査で は 「大学 を出れ ばよか っ た」「進路を早 く

　決定 した の は 必ず し もよ くな か っ た」 と回答す る もの が 5割 を超 えて い る （葉柳正

　 1973， il1〜 132頁）。

（6〕，（7） 経済審議会　（1963）， 174頁 。

（8｝ 追加雇用需要量は失業保険被保険者の 各年間増加数を事業所統計調査 に よ っ て 全

　産業労働者 に 拡大 推計 し，各 年の 非労働力 とな っ たもの お よび死亡者の 数 を加 えた

　 数で あ る 。

｛9） 労働省労働統計調査部編　23〜 25頁 。

ao｝ 当時 ， 筆者が 調査 し た製造業各企業は 1960年代後半に 新規学卒者 を高等学校卒業

　 者以上 に 限定 して い た 。 生産工 程の 技術革新が すすむなかで ，
い わ ゆ る単調労働 を

　 主体 とす る職場で も高等学校卒業者が投入 され て い た 。 東京 の あ る造船所の 溶接部

　 門 に は 普通，工 業，商業，農業の 出身科 を問わず， 新規高等学校卒業者が 配置 され

　 て い た 。
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ω　男子高等学校卒業就職者の うち ， ホ ワ イ ト カ ラー職種 （専門的 ・ 技術的， 事務，

　販売業）と典型 的な ブ ル ー カ ラー （技能工 ・ 生産工 程作業者）の 比 率は 1965年 に は

　38．　7％ と同率で あ っ たが ， 1967年 に はそれ ぞれ 36．1％ ， 41，5％ とな り， 1970年 に は

　それ ぞれ 31．2％ ， 48．5％ と な っ た 。 他の ブ ル ー カ ラー職種 （採鉱 ・ 採石従事者 ， 単

　純労働者）を加 え る と， その 比 率は さ らに 高 くな る （文部省 『学校基 本調査』 か

　 ら）。

  　 この 点に つ い て の 調査研究や論議 を集 め る と文献 目録が つ くれ る ほ ど膨大に なる

　が ， 注 目す べ きは そ の 議論が パ
ッ ク ス ・ ア メ リカ ーナ と して の 地位を喪失 しつ つ あ

　 っ た 1980年代 に盛ん に な っ た こ とで あ る 。 と同時 に ア メ リカ の 情報化社会論が脱工

　業化 ・超 工 業化 の普遍的 な歴史の 方向で はな く， ア メ リカ社会の 特殊性 va立脚す る

　 もの で あ っ た点 に も留意 しなけれ ば ならない
。

1980年代の 議論の 詳細 に つ い て は ，

　 Blumberg ，　 Paul，
1980 お よび Bluestone

，
　 Barry　and 　Harrison

，
　Benete

， 1982 を

　参照 の こ と。

  　マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ ク ス の雇用に 及ぼす影響 に関 す る調査委員会 （1983）， 35

　 〜 49頁。 筆者も委員 と して 加 わ っ た こ の 委員会 は故 ・ 氏原正治郎 を委員長 と して 19

　81年か ら 3 年間に わ た っ て 調査研究 に あ た り， 82， 83， 84年 に報告書 を作成 した 。

  　r同土 報告書』 （1984）， 40〜41頁。

  　r同上 報告書』 （1984），
43頁。

  　雇用職 業総合研究所 rマ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス の 雇用に 及ぼす質的影響に 関す

　 る研究報告書　　機械加工 職場 を中心 に　　』 （1983）， 6 〜 23頁 。 rマ イ ク ロ エ レ

　 ク トロ ニ ク ス の 雇用 ・…・・
』の 1983お よび 1984に も収録され て い る 。

  　rマ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス の 雇用……
』 （1984），

58〜 59頁 。

  　雇用職業総合研究所 （1985）， 75〜 8ユ頁 。

  　『同上 報告書』 41〜 45頁 。

  　 こ の 点 に つ い て は教育社会学会 の 会員 （山田圭一
， 荒井克彦， 塚原修

一一　に よ る

　研究お よび それ以 外の 研究が か な り蓄積 され て きた 。 岩内亮
一

　 （1981），
67〜92頁

　 にお い て そ れ らを レ ヴ ュ
ー した 。

  　よ り詳細 な事実発 見は以 下 に 報告 され て い る 。 雇用職業総合研 究 所　（1983a）。

　 岩内亮
一

　（1983 ），29〜49頁 。

吻　例 えば技術者の 能力開発 ・職場活性化の ため に 企 業 の と っ た方策 は ，
「プ ロ ジ ェ

　 ク トチーム の 編成」 が も っ と も多 く，「外部機関 と の 共同研究」「部門間移動」 が そ

　れ に 続き，「自主的研究時間 の 確保 」 は 7 位で そ の 実 施 率は 30％ で あ る （雇 用職業
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　総合研究所　 1989， 47〜48頁）。

  　その 詳細は働連合総合生活開発研究所， 1991年 を参照の こ と。

  通産省の 予測 ｝（ よ れば 2000年の 総需要数215万人 に 対 して 約97万人 が 不 足 す る と

　 され て い る 。

鯛　雇用職業総合研究所　（1987），
17〜 19頁 。

鱒　なお 大学 ・大学院出身者は 65．6％ を占め て い る （雇用職業総合研究所　1989， 16

　頁）。
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　　　　　究 報告書』　　 1幾械加工 職場 を中心 に 　　』

一　　　 一一1985， YM 　E 技術革新の現場労働者に 及 ぼす 影響　　ア ン ケ ー ト調査』

一 …　 　　 1987 ， r情報処 理技術者の 能力開発 と キ ャ リア 形 成　　 ソ フ トウ エ ア技 術

　　　　　者を中心 に　　』

− 　　 　　1989， r技術者の キ ャ リア形成 に関す る調査研究報告書
一

総括編 』

v イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス の 雇 用 に 及ぼす 影響に 関す る調 査委員会 　1982， 『マ イ ク
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産業構造の 転換 と人材養成

　　　　　ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス の 雇用 に 及 ぼす影響に つ い て （中間報告）』。

　　　　　1983
，

『同上 （第二 次 中間報告 ）』

　　　　　1984，『同上 （最終報告）』

東京商工 会議所　1970， r高等専門学校制度 に関す る意見調査』

連合総合生活開発研究所　1991
，
rソ フ トウエ ア 産業の 人材開発 と教育 プ ロ グ ラ ム に

　　　　　つ い て の 労使の 取 り組み に 関する調査研究報告書』

労働省労働統 計調査部編　1962，
r労働白書』労働法令協会 。
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